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1.  研究背景および目的 

	
 新潟平野は中央部に 182.6km2 の海抜ゼロ

メートル地帯を抱えるなど低平な地形が広が

ることから，農地の湛水被害解消を目的とし

た農業用排水機場が多数設置されている．排

水機場の多くは昭和後期に建設され老朽化が

進行しており，施設ごとの機能保全計画に基

づく計画的な機能維持対策を実施しているも

のの，その内容は必要排水能力に変化がない

ことを前提とした劣化部品の交換や修理等を

行う維持・補修が基本である．一方で，近年

の都市化の進展や降雨パターンの変化など国

土・気象条件の変化により，既設ポンプの排

水能力不足が懸念されている．排水機場の能

力不足は深刻な浸水被害をもたらすため早期

の対策が求められるが，120 施設もの基幹的
排水機場すべての対応には多大なる歳月と費

用を要する． 
	
 そこで本研究では，詳細な解析を実施する

前段として，土地利用変化および降雨変化へ

の対応が特に必要な排水機場を抽出するため

の簡易評価手法を検討した． 
2.  研究の概要 

	
 新潟県内の主要な機械排水流域（69 流域）
を対象に，市街化率および計画基準降雨の増

減を把握し，環境変化条件下で必要なポンプ

能力を算定した結果を用いて，インプット（市

街化率，降雨量増加率）とアウトプット（ポ

ンプ能力増加率）の関係を求めた．新潟県内

の主要排水機場の設計資料を収集した結果，

多くが昭和後期から平成初期に湛水防除事業

で計画されていたことから，昭和と平成の切

り替りを基準に市街地化および降雨量変化を

把握した．なお，降雨量には湛水防除事業の

計画基準降雨である 20年確率 3日連続雨量を
使用した．また，ポンプ能力は湛水防除事業

に準拠し，最低標高田において許容湛水深

（30cm）を超える湛水継続時間が 24 時間以
内となるポンプ能力を算定した． 
3.  土地利用および降雨変化の把握 

3.1  土地利用変化 

	
 市街化率の把握には，国土数値情報土地利

用細分メッシュデータ（国土交通省提供）の

昭和 62年度版と平成 26年度版を使用した．
最も市街化率が大きい流域は 30.3%であり，
10%以上が 17流域，20%以上が 4流域であっ
た（図 1）． 
3.2 降雨変化 

	
 排水機場設計時に使用された気象庁管轄の

アメダス観測所（13地点）日雨量データを収
集し，岩井法により確率雨量を算定した．計

算には昭和（S34−S63），平成（S63−H29）の
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図 1 土地利用および降雨変化 
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それぞれ 30年分のデータを使用した．3日連
続雨量の増加が確認された観測所は 3地点の
みであり，その他は減少傾向であった（図 1）． 
4. 簡易評価手法の検討 

4.1 ポンプ能力増加率の算定 

（1）概要：必要ポンプ能力の算定は，解析諸

元が取得できた 3 流域（H 流域，F 流域，K
流域）を対象に行い，解析手法には低平農業

地帯を対象とした内水氾濫解析モデル１）を活

用した．当初設計時点の土地利用をベースに， 
10%，20%，30%市街地化が進行した場合のシ
ナリオでシミュレーションを実行した．また，

入力降雨として新潟地方気象台の 20 年確率
雨量（239.8mm/3 日）を使用し，5%，10%降
雨量が増加したシミュレーションを行った．

なお，降雨波形は実績型（S53.6.25−27，村上
観測所）を採用した． 
（2）結果：ポンプ能力は市街化率および降雨

量増加率が大きくなるに従い，一定の割合で

増加することが明らかとなった（図 2）．また，

市街化率と比較して，降雨量増加率の方がポ

ンプ能力増加率へのセンシティビティは高く，

近似直線の傾きは市街地化で 0.22，降雨量増
加時で 1.28であることが確認された（図 3）． 
4.2 ポンプ能力増加率推定式の作成 
	
 市街地化および降雨量増加時のポンプ能力

増加率の近似式を組み合わせ，ポンプ能力増

加率の推定式を作成した[式 1]． 
Y = 0.22X1 + 1.28X2 [1] 

ここに，Y：ポンプ能力増加率，X1：市街化率，

X2：降雨量増加率である． 
	
 本式による推定値と内水氾濫解析モデルに

よる計算値を比較した結果，市街化率が大き

くなるほど誤差が大きくなるものの概ね計算

値と整合する結果となった（図 4）．	
 

4.3 簡易評価手法の適用 
	
 ポンプ能力推定式を新潟県内の主要機械排

水流域に適用させた結果，69 流域中 67 流域
でポンプ能力増加の必要性が示唆された．増

加率の最大値は 14.9%であり，10%以上の増
加率となった流域は 7流域であった．また，
前項で示したように，降雨量増加率は市街化

率と比較してポンプ能力の増加に及ぼす影響

が大きいことから，3 日連続雨量が増加傾向
にある新潟および柏崎アメダス観測所周辺の

流域ほどポンプ能力増加率が大きくなること

が示唆された． 
5. まとめ 

	
 本研究では市街化率および降雨量増加率を

使用してポンプ能力増加率を簡易に推定する

手法を検討し，簡易手法による推定値と内水

氾濫解析モデルによる計算値との整合性を確

認した．本手法は 3流域のシミュレーション
結果のみで構築されているため，今後，検証

流域を増やし精度向上および妥当性検証を行

う予定である． 
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図 2 ポンプ能力推定結果（H 地区） 

 
図 3 ポンプ能力増加率の計算結果 

 
図 4 ポンプ能力推定値の整合性検証 
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